

































































































































































































































































































































































ここで、（３） と （４） については、実際の価値で繰
越額が計上されるので、消極負債にかかわる評価損
は、事前に、除外されてしまうので、勘定記録には
現れない。したがって、上述の動産同様、評価の論
理は勘定には反映されない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
動産にしても、積極および消極の負債にしても、
これを理解容易にするとすれば、現代における簡便
法が一般的であったことによる。ここで言えること
は、評価が「実際の価値」を算出する際に課題とな
るのは、決算で財産目録の作成時点である。その
際、財産目録よりもたらされる実際の数量および価
値へと帳簿記録が修正されていることを示すもので
ある。監査はこれらを検証する。
かくして、実際在高により帳簿が締切られるとす
れば、簿記が貫徹されないことになる。それ故、こ
の処理だとすれば、帳簿在高と実際在高の差額は勘
定として把握されない。簿記では、誘導される帳簿
在高と実際在高を調整することを要する。そこで、
実際在高を、簿記での「次期繰越」（英・米法）と
の差額、即ち、評価したところの売掛金および貸付
金にたいする「貸倒引当金」を勘定として認知する
ことになる。それは下記の売掛金の評価についての
「図表－９」の仕訳と勘定により示される。
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図表－８ 消極および消極項目の監査事項
（１） 何がそれらについて、一般に、かつ個別に掲げられるのかどうか
（２） 負債が、多くかまたは少なくしか存在しないのかどうか
（３） それらの価値が大きく評価されるのかどうか
（４） 積極の負債では、良好か（gute）、疑いがあるか（zweifelhafte）、および全く容易ならぬか
（ganz schlimme）または消失（ausfallende）か
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「図表－９」は、貸倒の評価において、売掛金勘
定の実際在高が求められる状況を示している。但
し、勘定としての貸倒引当金は独立した勘定である
が、実際在高を算出するために、敢えて示してい
る。貸倒引当金は売掛金に対する評価勘定であるの
で、それに対応して貸倒引当金繰入勘定を設けて、
それが費用勘定として損益勘定へもたらされてい
る。
かくして、実際在高により帳簿が締め切られると
すれば、簿記が貫徹されないことになる。そのた
め、帳簿在高と実際在高との差額は認識されないこ
とになる。したがって、勘定として認識されること
はない。「図表－９」は貸倒引当金を設けて、推定
される将来の貸倒を認識している。それを控除する
かたちで期末在高が算出されることになる。貸倒引
当金は、仕訳で見られるように、独立した勘定であ
るが、実際在高を明らかにするために、敢えて売掛
金勘定で示している。それに対応して、貸倒引当金
繰入勘定により費用として認識している。
Ⅴ　結　語
これまでの論述からして、決算に際して、すべて
の勘定は、最終的に、「実際在高」へ調整される。
この在高が次期へ繰越される。この際、簿記により
誘導される「帳簿在高」と「実際在高」をどのよう
に結びつけられるかである。「フランス商事王令」
およびそのサヴァリイによる解説では実際在高であ
る財産目録に基づいて展開されてきたのである。そ
の後、簿記による一貫した処理が求められる。
第１に、商品勘定については、次期繰越額が「実
際在高」で示された。この実際在高は減損、物価
変動損および品質低下損を控除したところの商品
の、現在、存在する実質価値を意味する。決算に際
して、直接、この実際在高を商品勘定の貸方に記入
し、売上原価を計算するということは、上記の３項
目の損失は除外されてしまうので、簿記において勘
定として認識されず、その帰結として、損益勘定に
おいて費用として認識されないことになる。このよ
うな処理は、簿記により誘導される帳簿在高と実際
の棚卸による実際在高とが結びつけられないとすれ
ば、その差額である減損、物価変動損および品質低
下損は、勘定として処理されず、したがって、「図
表－１」にみられるように、これらの差額を表現す
る諸勘定となって帳簿在高より控除するかたちで、
損益勘定で費用として処理さることにはならない。
第２に、消極の負債には、動産勘定が存在する。
この動産勘定には定住商業時代へと移行すると、備
品の存在がみられるようになる。そこでみられるの
は、この動産が時の経過につれて費消していくこと
が認知されたのである。長期にわたって存在しつづ
ける備品の当該期間の費消額を決定しなければなら
ず、「減価償却」という思考が生まれたのである。
貸倒に対する評価図表－９
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このように、減価償却等を控除した残存価額が実際
在高として繰越されることになる。加えて、動産勘
定は、１つの勘定で処理されるので、「図表－５」
にみられるように、この減価償却と維持・管理費お
よび運用収益等が混合したかたちでその差額が費用
として処理される。このように、１つの勘定で処理
することなく、それぞれの勘定により処理されるよ
うになると、動産勘定で処理されるのは、動産の購
入・売却に加えて、減価償却による動産からの控除
だけになる。さらに、減価償却も減価償却引当金繰
入と減価償却引当金へと勘定が独立すると、前者は
損益勘定へ、後者は動産に対する評価勘定として残
高勘定へもたらされることになる。
第３に、消極の負債、即ち、売掛金および貸付金
について、回収が不能となること経験した。このよ
うな回収不能を現す「不確実な債権」に対して、良
好な債権より区分して、勘定が設けられた。このよ
うな、不確実な債権が実際に事業が相手の倒産に
至って始めて償却された。その後、帳簿価額は、実
際に倒産したのではないので、そのままにして貸倒
れに相当する貸倒引当金を控除した額となる。その
際、貸倒引当金に相当する額は貸倒引当損として損
益勘定へもたらされる。それ故、貸倒引当金は消極
の負債である売掛金、即ち、その帳簿在高に対する
評価額として、将来の損失に対する先取り額であ
る。それにより、「図表－９」にみられるように、
売掛金の帳簿在高より引当金を控除した額、即ち、
良好な債権としての実際在高を間接的に表示してい
る。
実際在高は、一貫して、取得価格に基づいて、決
算時における実際の価値へと調整された額である。
それは、商品にしても、消極の負債の動産勘定にし
ても、消極の負債の売掛金および貸付金にしても共
通している。したがって、サヴァリイにより呈示さ
れた清算時に作成される財産目録の考え方は、以
降、ドイツの継続事業における財産目録へと受継が
れていると言えよう。
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